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報道機関 各位 

国立大学法人 電気通信大学 

BHN テレコム支援協議会 

埋蔵タブレットをアフリカの子供の医療と教育に再利用！ 

～産学連携で 9 カ国へ大規模寄附～ 

国立大学法人電気通信大学（東京都調布市、学長：田野俊一、以下「電気通信大学」）大

学院情報理工学研究科情報学専攻の石垣 陽 特任准教授・田中 健次 教授らのグループでは、

株式会社ビデオリサーチからタブレット端末 1.5 万台の寄附を得て、2020 年 8 月より世界の

地域のニーズに合わせて整備・セットアップしたタブレット端末を届け、ICT・遠隔教育や

医療衛生環境を向上させる「スマイル・タブレット」プロジェクトを実施しています。 

プロジェクト遂行にあたっては、国際開発支援を行う株式会社パデコ、認定NPO法人 BHN

テレコム支援協議会の支援を受け、2020 年度にパプアニューギニアとルワンダに、また 2021

年度には総務省の実証事業への協力として、パラオ、パプアニューギニア、ウズベキスタン、

ケニアに向けた受け渡しが完了しました。さらに、スリランカ、カンボジア、フィリピンに

も提供準備中です。また、日本国内では不登校・長期入院児童・フリースクール、こども食

堂、災害支援、聴覚障碍者支援、東都大学への受け渡しも完了しています。 

さらに、2022 年 8 月には、ケニア科学技術イノベーション国家委員会より、小児医療の

ために本タブレットを使用する許可も得られ、教育分野に加えて、医療分野での本格的な活

用が開始されました。 

これらの活動を通じて、これまでに延べ 9 ヵ国（日本国内を含む）、合計 1.5 万台のタブ

レット端末を各国・地域の子供達等に届けることができ、大学を起点とするグローバルな

CSV（Creating Shared Value：共有価値の創造)の活動が始まりました。 

図 1 タブレットを操作する子どもたち（ルワンダにて）
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図 2 提供されたタブレットの一例 

 

  

図 3 タブレット再生と出荷の様子 

 

【背景】 

2020 年 8 月に始動した「スマイル・タブレット」プロジェクトでは、総務省の事業「途上

国における教育・保健医療分野等でのデジタル活用の海外展開に関する調査実証」（2021 年

度）に協力し、株式会社パデコ及び認定 NPO 法人 BHN テレコム支援協議会を通じ、地域の

ニーズに合わせたタブレットのカスタマイズと引き渡しが完了しています。 

タブレットは全て株式会社ビデオリサーチから各家庭に生活者総合調査等の調査用に配

布されたもので、家庭では非常に丁重に扱われているため、破棄することなく再活用が可能

となっています。このため、本プロジェクトでは、BHN テレコム支援協議会の協力を得て、

株式会社ビデオリサーチから電気通信大学に寄附された全てのタブレットの動作試験、修

理・メンテナンス及びセットアップを行い、各国政府から通関の減免措置などの便宜供与を

受けながら、寄附を実施しています。 

 

 



 

【プロジェクト概要】 

 開始日  2020 年 8 月 11 日（パプアニューギニア大使館への贈呈式） 

 寄附相手国数 9 カ国（日本国内を含む） 

 総寄附台数  約 1.5 万台 （2022 年 5 月現在）  

 国別提供台数・使用目的 

1. パプアニューギニア(5,200 台) 、初等教育のデジタル指導書 

2. ルワンダ（4,000 台）、遠隔・デジタル教育 

3. ウズベキスタン(1,420 台)、高等教育機関でのデジタル教育 

4. パラオ(1,250 台)、算数・数学のデジタル教材 

5. スリランカ（422 台）、高校等の ICT 教育・オンライン授業（準備中） 

6. ケニア(130 台)、現地病院での小児弱視の治療/遠隔医療基盤構築 

7. カンボジア（102 台）、大学の ICT 教育・オンライン授業（準備中） 

8. フィリピン（102 台）、大学の ICT 教育・オンライン授業（準備中） 

9. 日本国内（2,600 台）、NPO 団体・学校等 

合計：約 1.5 万台 

 プロジェクト実施者 

 石垣 陽 特任准教授・田中 健次 教授 （国立大学法人 電気通信大学） 

 鳥取 直機 氏 （株式会社ビデオリサーチ フィールドワーク統括部 第一グループ

課長） 

 杉山 竜一 氏 （株式会社パデコ 教育開発部長） 

 榑松 八平 氏 （認定 NPO 法人 BHN テレコム支援協議会 副理事長） 

 

【期待される効果と今後の予定】 

今回のプロジェクトでは、不要となった業務用タブレット端末を廃棄せずにメンテナン

スした上で、教育用または医療用としてセットアップすることで、地域のニーズに合った

社会貢献を実現できました。産学官連携のもと地域格差・途上国格差を解消する CSV

（Creating Shared Value：共有価値の創造)に、本学の社会貢献の取り組みの一つとして資

することができました。「SDGs（持続可能な開発目標）」の、「3：すべての人に健康と

福祉を」「4：質の高い教育をみんなに」に直接的に、「9：産業と技術革新の基盤をつく

ろう」「12：つくる責任 つかう責任」にも貢献できたといえます。 

今回、特に新型コロナの影響を大きく受けた途上国においては、遠隔教育や遠隔医療に強

いニーズがあることを確認できました。日本国内で家庭に眠っている「埋蔵タブレット・ス

マホ」の価値は 2 兆円を超えるという試算もあり、持続的な資源活用の観点からも、国・地

域のニーズに応じた再利用が引き続き求められます。  



【提供国別活用事例】 

【参考リンク】 

1) お知らせ「外国教育機関へのタブレット端末寄付のための贈呈式が挙行されました」

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2020/20200820_2718.html 

2) 【報告】ルワンダ共和国へのタブレット端末贈呈式が総務大臣室で挙行

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2020/20201130_2919.html 

3) 株式会社ビデオリサーチ社 オンライン広報誌 前編・後編 

https://www.videor.co.jp/digestplus/media/2021/06/43072.html 

https://www.videor.co.jp/digestplus/media/2021/10/45287.html 

【本リリースに関するお問い合わせ先】 

＜取材のお申込み・実証実験に関すること＞ 

電気通信大学 情報理工学研究科 情報学専攻 

特任准教授 石垣 陽 

E-Mail：ishigaki@uec.ac.jp

＜電気通信大学に関すること＞ 

電気通信大学 総務企画課 広報係 

Tel：042-443-5019 Fax：042-443-5887 E-Mail：kouhou-k@office.uec.ac.jp
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